
１．はじめに

　（1） 教育職員免許法施行規則（以下、単に「施

行規則」ということがある。）66条の 6によっ

て、教員免許状を取得するために単位を修得

しなければならないとされている「日本国憲

法」は、なぜ修得が求められているのか、ま

たこの科目でどのような内容を学ぶことが求

められているのかを考察する。

　私は現在、千葉敬愛短期大学を含め、いく

つかの学校で教員免許状取得を目指す学生の

ための日本国憲法を担当しており、毎年度シ

ラバスを作成し、また、毎回の授業を行うに

あたって、学生になにを学ばせるかを考える

必要に直面している。上記の問題を考察する

ことで、授業の計画を立てるよりどころとし

たいと考える。もとより、大学の教員には憲

法 23条に基づいて、判例も認めるとおり、教

授の自由があると考えられる。したがって、

施行規則の上記規定が、何らかの特定の内容

を教授すべきことをねらいとして定められて

いるとしても、教員の授業の内容を法的に拘

束することはできない。また、各科目は、そ

れぞれの学校が独自に編成するカリキュラム

に従って意義を有するのであり、法令の規定

するところだけをもとに、そのなかみを考え

るべきものでもない。授業の計画を立てるに

あたっての、あくまでも参照すべきことのひ

とつとして検討を試みるものである。

　（2）教職課程での日本国憲法必修について

は、後述の通りすでにいくつもの業績が存在

するところである。本稿では、とりわけ以下

の観点からの検討を進めることにしたい。

①　教員免許状の取得をめざす学生にとって

日本国憲法は、単に単位修得をすることでき

る科目のひとつではなく、必修科目であり、

その単位の修得が義務付けられている（教員

職員免許法別表第一備考 4号、同法施行規則

66条の 6）こと。

②　①と関連をして、しかも、単位修得を義

務付けられているのは、「幼稚園、小学校、中

学校若しくは高等学校の教諭の専修免許状若

しくは一種免許状又は幼稚園、小学校若しく

は中学校の教諭の二種免許状の授与を受けよ
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うとする者」（教育職員免許法別表第一備考 4

号）など、普通免許状を得ようとする者すべ

てであること。たとえば小学校の教員免許状

を取得し、日本国憲法の規定の内容について、

たとえその一部であっても、授業しようとす

るならば、日本国憲法を学ぶ意義は明らかで

ある。しかし、施行規則は、普通免許状を取

得しようとするすべての者に必修としている

のである。

③　国民主権や平和主義、人権の尊重などを

学ぶことが重要であるとして、なぜその科目

が日本国憲法でなければならないのか。日本

国憲法は、国民主権や平和主義、人権の尊重

などをその重要な内容として定めている。学

生が日本国憲法を学べば、もちろん、このよ

うな内容を学ぶべきことになろうが、しかし、

これらの内容を扱う科目は、日本国憲法だけ

に限らないのではないか。それにもかかわら

ずなぜ日本国憲法であるのかも考えなければ

ならないだろう。

２．日本国憲法必修を説明する学説

　（1）日本国憲法を教員免許状を取得のため

に必修単位とすることの意義については、戦

後、教育職員免許法（以下、単に「免許法」

ということがある。）とその施行規則が定めら

れた当時の文部省教育職員養成課長であった

玖村敏雄の解説が有名である 1。制定当初の施

行規則では一般教養科目の単位の修得方法に

ついて定めた 1条の表で「社会科学に関する

科目」について「（日本国憲法二単位を含む）

一二」単位を修得しなけれればならないなど

と定められていた。玖村は、その表の「社会

科学に関する科目として」は法学等があげら

れる。そして、①「社会科学の中の法学には、

当然憲法は含まれるが、それだけで『必修せ

よ。』ということにはならないので、教育職員

の一般教養として特に重要な日本国憲法を二

単位とした訳である」。また、免許法は②「教

員職務の特殊性に鑑み日本国憲法二単位を必

修にしている（免許法施行規則第 1条）」2 と

解説をしている。

　しかしもっとも、この解説からは、日本国

憲法が教育職員にとって 3 なぜ重要であるのか

は必ずしも明らかではない。小笠原正は、玖

村の解説の①を取り上げて、「日本国憲法の単

位修得が教師としての教養としていかに重要

であるかを認識し、規定した意味を指摘して

いる。これは教育職員免許法制定過程におい

て、アメリカの教員免許制度並びに教員養成

制度を調査し、その影響を受けていることに

よるものとも考えられる」4 とするが、やはり、

玖村がなぜ、重要というのかはよくわからな

い 5。

　（2）1973年に施行規則が改正され、日本国

憲法は、教員免許状を取得するための必修科

目ではなくなり（後述）、必修復活を求める立

場から、日本国憲法必修の意義が説かれた 6。

　永井憲一は、自らの主権者教育権説の立場

から憲法必修の復活を求め、「わが国は戦後、

悲惨な戦争に対する国民の厳しい批判と反省

から出発し、戦前の極端な・・軍国主義体制

の基盤となっていた大日本帝国憲法を排除し、

それに代わるものとして、近代的な国民主権

原理にもとづく『平和で民主的な、人権の尊
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重される文化国家』の建設を理念とする日本

国憲法を制定したのである。・・・・そのよう

な歴史的意義をもつ日本国憲法が、内容的に、

どういうものなのか、を知らなくても学校の

教員になれることにするという文部省の省令

（教育職員免許法施行規則）改定が行われた。

将来の国の主権者となっていく子どもたちに

は、もはや日本国憲法がどういうものなのか

を教える必要はなくなった、とでも政府は考

えているのであろうか」7 と述べて、子どもた

ちが日本国憲法の歴史的意義や内容を知るこ

とを求める。ここで永井は「そのような歴史

的意義をもつ日本国憲法が、内容的に、どう

いうものなのか」と言うのみで、日本国憲法

の何を学ぶべきなのか詳しくは述べていない

が、斎藤一久によれば、「（1）現代民主政治に

関する各種の制度についての知識、（2）現実

の政治の理解力と公正な批判力、（3）主権者

としての実践的な政治道徳および政治的信念

の三つが、総合的に身につけられること」8 が

永井において主権者教育権の保障する教育内

容であるという 9。永井の主張はこれらを「将

来の国の主権者となっていく子どもたちに」

学ばせなければならないということになるの

であろう。

　しかし子どもたちがこのような歴史的意義

と内容を学ぶべきであるとしても、そのこと

と教員が日本国憲法を学ぶべきであること、

つまり教員免許状を得ようとする者に日本国

憲法が必修であるべきこととは、分けて考え

なければならないはずである。永井の言う通

り子どもたちが日本国憲法を知る必要がある

としても、その教育内容は、子どもが教育を

受けていくどこかの段階で保障されればよい

と考えられるのであって、すべての普通免許

状の取得に憲法が必修であることの意義を考

察する本稿の観点からは、上記教育内容に直

接かかわりそうにない免許状であってもなぜ

憲法が必修であるのかについてこれらの説明

では説明し尽せないのではないかと思える。

　永井はさらに、「[ 鶴注、教育基本法前文が

定めるように、戦後教育に日本国憲法の理念

を実現する大きな期待がかけられ、]そういう

期待を担って学校教育に登場する教師になろ

うとする志望者に対して、日本国憲法の履修・

学習をさせることは、憲法および教育基本法

からの当然の要請である」とも言う 10。だが、

日本国憲法の理念を実現するための教育が、

先ほどの教育内容を意味するのであれば、や

はり、同じ疑問が残る。

　一方、永井と同じく主権者教育権説とされ

る星野安三郎は、憲法教育の目的について、「す

べての国民が、人権・主権・平和などの憲法

的価値を身につけ、これらの価値を自主的・

主体的・民主的に実現できる能力の育成」11

であるとした上で、授業内容について具体例

をあげつつ 12、憲法教育は「家庭・学校・職

場・社会という全生活的領域において、しか

も、生涯にわたって追及さるべきものであ」り、

「学校教育における教科としての社会科、しか

も、文部省の学習指導要領に示された憲法教

育（たとえば小学校では六年生の一部）に局

限され、矮小化されるものではない」。「憲法

教育は、教科の中では社会科が中心になるの

は当然だが、国語、音楽など、他の教科にお

いても、憲法的な視点から教材を考える必要
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があるということ、また、学校給食・生活指導・

学級活動・児童会・生徒会活動、さらには学

校行事等においても、憲法的視点から考える

必要があると思われる」13 と述べる。

　星野と同じく、憲法的価値を身につけさせ

なければならないと主張する者に小笠原正が

いる 14。小笠原の特徴は、制定当初に憲法必

修とされた理由について、教員職員免許法の

制定過程についての分析に基づき、免許法が

「戦前の教師が、天皇の官吏として創造的教育

活動の自由を奪われ、極端な国家主義・軍国

主義的国民形成の指導者としての役割を持た

されていた事に対する、反省を出発点として

いた事を知ることができる。そこには、憲法・

教育基本法が要請する、国民の基本的権利と

しての教育を保障する、国民全体に奉仕する

教師を養成する為に、国民主権、基本的人権

の尊重、恒久平和主義を理念とする、日本国

憲法の憲法教育が重要であるという認識が

あった」15 として免許法が戦前の教育の反省の

上に定められていることを特に指摘している

点である。ここには、国民主権、基本的人権

の尊重、恒久平和主義の教育を行うとともに、

その前提として戦前の教育のような、日本国

憲法に反することを教育しないという意味で

の、いわば消極的な憲法的価値の教育とでも

いうべき教育が主張されているとみることが

できよう。

　星野らのいうような「憲法的価値を身につ

けさせる」教育が求められているのであるな

らば、確かに、学校の教員になろうとするす

べての者が日本国憲法を学ばなければならな

い。したがって、星野らの説に立てば、上で

指摘した普通免許状を取得しようとするすべ

ての者に必修としている理由も理解できるし、

教職課程の日本国憲法で平和主義や民主主義

などの価値を、教員をめざす学生に身につけ

るさせることを目指すべきということになる。

　同じく主権者教育のための教員養成での憲

法必修を求めつつ 16、それに加えて、やや異

なる意義を主張したのが田村和之である。田

村は「子どもの学習権を実現し教育を受ける

権利を保障するために、専門職としての教師

には、研究教育の自由・自律性が確立されな

ければならず、このような自由と自律性を保

障するために教育権の独立や自主研修権が確

立されなければならず、また、これらを実質

的に保障するためには、教師の身分が保障さ

れ、労働条件の改善向上がはかられ、さらに

労働基本権の確立が必要であること等々を指

摘してきた。これらは、あるいは憲法二三条、

二六条、二八条等の、またあるいは教育基本

法前文、一条、二条、六条、一〇条等の要求

するところである。すなわち、憲法・教育基

本法の要請する教職の専門性の確立に関わっ

ているものである。これらをしっかりと身に

つけた教師を養成することこそが、憲法・教

育基本法下の教員養成の理念であろう。とす

れば、教員養成教育のなかで憲法教育は、と

りわけ重要な位置を占めることにならざるを

得ない」と述べて、憲法教育そのもの以外に、

子どもの学習権の保障のためにとして、教職

の身分保障等について教職で憲法を学ばなけ

ればならいとするのである。

　田村が指摘するこれらの点は、教員として

の職務やその地位に関わる問題であるから、
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もちろん、教員免許状を取得しようとする者

が学ぶべき内容であるのは、確かである。もっ

とも、この教員としての職務やその地位に関

わる問題を学ぶだけならば日本国憲法 2単位

は量的に過剰に感じられ、日本国憲法ではな

くて、むしろ教育法などの科目で学んだほう

がよさそうに思える。田村においても、やはり、

日本国憲法必修の主な理由は主権者教育であ

り、教員としての職務やその地位は主権者教

育の前提として併せて学ぶべきものとされて

いると言える。

　（3） （2）ではいずれも主権者教育権説の立

場から日本国憲法必修を求める諸学説を見て、

とりわけ星野を代表とする「憲法的価値を身

につけさせる」教育のためと考えれば、施行

規則の必修規定がよく説明できることを確認

した。

　だが、この主権者教育権説はその後さまざ

まな批判 17 を受けている。それらの批判の立

場に立つと、ここまで見てきた日本国憲法必

修についての説明も危うくなってしまいそう

であるが、どのように考えるべきであろうか。

この学説の対立について本稿では立ち入らな

いが、主権者教育権説と本稿のテーマである

日本国憲法必修との関係について、以下の点

を指摘できる。 

　まず、教職課程において日本国憲法必修で

あることは主権者教育権説の根拠とはならな

い。主権者教育権説に立てば教職課程におい

て憲法を学ぶことが求められるし、しかも、

星野を代表とするような憲法的価値を身につ

けさせる教育が求められているのだとすれば、

すべての教員免許状の取得について日本国憲

法が必修でなければならない。しかし、逆に

日本国憲法が必修であるからと言って、主権

者教育が行われなければならないとは言えな

い。日本国憲法が必修であることは、主権者

教育の要請とは別の理由から根拠づけられる

かもしれない 18 からである。　　　

　一方で、主権者教育権説が否定されても、

直ちに、学校で主権者教育を行うことが否定

されるわけではないし、また、主権者教育を

行えるように日本国憲法が必修とされている

のだと理解できないわけでもない。主権者教

育権説に対する批判は、学校教育において主

権者教育を行わなければならないとか、また

子どもたちが憲法的価値を身につけなければ

ならないと、憲法の教育を規範的な要請とす

ることを批判する 19。

　しかし、主権者教育をしなければならない

ことと教員を目指す学生が日本国憲法を学ば

なければならないこととは別の問題である。

教職課程で憲法的価値について学んだ教員が、

主権者教育や憲法教育を行うかどうかについ

ては教育の自由が存在するのであり、教職課

程においては日本国憲法を必修にして学校で

主権者教育が行われることを期待する一方で、

そのような教育が行われるかどうか、どの程

度行われるかは教員に任せることが許される

と考えられるからである。 

　したがって、主権者教育を行わなければな

らないかどうかは別として、施行規則は主権

者教育が行われることを目指して日本国憲法

を必修としているのだという説明は十分に説

得力を持つと言えよう。
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　（4）（2）の必修が削除された時期の諸学説

のほかに、憲法が教職課程で必修になってい

る意味を説明する最近のものとして西原博史・

斎藤一久編著『教職課程のための憲法入門』

を挙げることができる。同書は、西原が執筆

するプロローグにおいて、教職課程における

憲法必修の意味について、「学校が次世代の主

権者を育てる場」であること、もし将来、公

立学校に勤めれば、「国家権力を行使する公権

力機関とな」り、「基本的人権の保障に責任を

負う」ことのふたつを挙げている 20。

　意味のひとつめは、（2）で見た諸学説と同

じく、主権者の教育が理由に挙げられている。

しかしもっともこの説明が（2）の諸学説と同

様な主権者教育権説を理由にしているのかま

では、分からない。上で指摘した通り、主権

者教育権説の立場に立たなくても、主権者教

育のための日本国憲法必修という説明は可能

だからである。

　一方、意味のふたつめはこれまで検討して

きたものと異なり目新しい。子どもたちに人

権の価値を身につけさせることではなく、教

職課程で憲法を学ぶ学生自身が、人権侵害を

しないための憲法必修だというのである。た

だこれは、西原が公立学校に勤めればと条件

をつけているとおり、公務員になる者が人権

を学ばなければならないということであって、

教職課程ですべての学生が日本国憲法を学ぶ

ことの理由付けとしては、必ずしも十分では

ない。もちろん西原は、この理由だけで憲法

必修を説明しているわけではなく、「学校が次

世代の主権者を育てる場」を主な理由とし、

そのほかに人権保障の責任を挙げているのだ

と解される。

3．規定の変遷と立法に際しての議論

　（1）まず、日本国憲法必修を定める施行規

則の変遷を簡単に見ておく。1949年に教員職

員免許法が定められたのに伴い定められた教

育職員免許法施行規則（昭和 24年 11月 1日

文部省令 38号）は、その 1条で「教育職員免

許法・・・別表第一に規定する小学校、中学

校又は幼稚園の教諭普通免許状及び高等学校

の教諭普通免許状又は教諭仮免許状の授与を

受ける場合の一般教養科目の単位」として「日

本国憲法を含む」ことを定め、教員免許状を

とるために日本国憲法の単位の修得が義務付

けられた。

　それ以後、施行規則は幾度か改正されたが、

昭和 45年 8月 31日文部省令 22号による改正

までは、日本国憲法が必修であることは変わ

らなかったと考えられている 2122。

　ところが、昭和 48年 8月 9日文部省令 16

号による施行規則改正によって、日本国憲法

の単位を修得しなくとも、教員免許状を取得

できるようになった 23。

　その後 15年ほどは、日本国憲法を必修とす

る規定はなく、法令上、日本国憲法の単位を

修得しなくても、教員免許状を得ることので

きる状態がつづいた。しかし 1988年に、臨教

審答申を受けて、免許状を専修・一種・二種

へと種別化し、「資格認定を受けるのに必要な

大学での修得単位数が引き上げ」られた 24 教

育職員免許法改正（昭和 63年 12月 28日号外

法律 106号）が行われた際に、平成元年 3月

22日号外文部省令 3号による施行規則改正に
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おいて、日本国憲法の必修が復活した。その

当時の条文は以下の通りである。

教育職員免許法別表第一備考 4 号

「この表の規定により小学校、中学校、高等学

校若しくは幼稚園の教諭の専修免許状若しく

は一種免許状又は小学校、中学校若しくは幼

稚園の教諭の二種免許状の授与を受けようと

する者については、一般教育科目及び保健体

育科目につき特に必要なものとして文部省令

で定める科目の単位を大学又は文部大臣の指

定する教員養成機関において修得しているこ

とを要するものとする（別表第二の場合にお

いても同様とする）。」

教員職員免許法施行規則 66 条の 3「免許法第

五条別表第一備考第四号に規定する文部省令

で定める一般教育科目の単位は、日本国憲法

二単位とし、同号に規定する文部省令で定め

る保健体育科目の単位は、体育二単位とする。」

　このときの改正は、臨教審答申を受けての

教員職員免許法制の大がかりな改正であって、

復活した日本国憲法必修の条文の位置は大き

く変わったが、規定ぶりも 1973年の削除前の

ものとはかなり異なる。

　必修削除前の免許法の別表第一では一般教

教育科目について、修得すべき単位数は定め

られていたが、具体的に修得すべき科目名は

もちろん、必修科目があるのかどうかなどまっ

たく規定されなかった 25。一方復活後は、免

許法の別表第一において、備考 4号として「一

般教育科目・・につき特に必要なものとして

文部省令で定める科目の単位を大学又は文部

大臣が指定する教員養成機関において修得し

ていることを要するものとする」と定め、具

体的な科目名は挙げられていないが、必修の

一般教育科目が法律のレベルにおいて予定さ

れ、その具体的な科目として文部省令（施行

規則 66条の 3）において「日本国憲法」が定

められたのである 26。

　1989年以降、復活した施行規則における日

本国憲法必修の規定は、一般教育科目や保健

体育科目という区別を削り 27、また、「外国語

コミュニケーション」と「情報機器の操作」

の各 2単位を加える改正を経ながら、現在は

66条の 6に定められるにいたっている。

　（2）次に、国会会議録の中から、日本国憲

法必修がどのように理解されているのかを

探ってみよう。もとより、日本国憲法必修は

当初より一貫して省令である施行規則におい

て規定されてきたのであって、その意味では、

国会においてこの問題が正面から取り上げな

ければならない理由はない。またその一方で、

この問題に関心が寄せられて、あるいは審議

のため必要上この問題がとりあげられること

があっても、それを網羅的に見つけ出し検討

することは難しい。だが、そのような限界が

あるもののいくつか目についたものを取り上

げる。

　まず、先に見た通り、1988年の免許法改正

に伴う翌年の施行規則改正で必修が復活した

が、1988年 3月 23日の衆議院文教委員会に、

注目すべきやりとりがある。社会党の嶋崎譲

委員が「教員養成の単位の科目に憲法を必修

にするという考えはありませんか」というの
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に対して、加戸政府委員（文部省教育助成局長）

は、1973年に必修でなくなったときに「文部

省といたしましては、教員養成につきまして

は憲法をなるべく開設し修得させるようとい

う指導通知を行っているわけでございまして、

現在、教員養成学部関係につきましては多く

の学校においてそれぞれ憲法の科目を開設し

ているところでございますけれども、まだ開

設していないところあるいは指定養成機関等

もございますので、今後ともそういった方面

に力を入れて指導してまいりたいと考えてお

ります」28と応じた。そこで、さらに以下の通り、

嶋崎が憲法必修の必要性を説き、加戸は基本

的に賛同するような答弁を行ったのである。

 

嶋崎委員　「指導する性質のものじゃないの

じゃないですか。最初に大臣に申し上げまし

たように、我が国の現行教育法制は、憲法、

教育基本法を軸にしてすべての法の体系がで

き上がっておるのです。学校の教師になる人

が憲法二十六条の意味が当然のことによくわ

かっていなければ困るのですよ。はっきり言

うと、生涯学習ということも本当にこれはわ

からぬですよ。同時に、今の憲法に基づいて

並行してできている教育基本法の社会教育並

びに学校教育を含めての教育権というものの

理解をきちんと持たない教師が現場に育って

いいのですか。そういう意味では指導して取

れるようにする話じゃなくて、憲法という科

目は必修にしておくべきだと私は思う。それ

が日本国民として、現行憲法の中で教育を受

ける人間、教育する人間、教育者の使命だと

私は思う。公務員は憲法を守れと書いてある

わけですから。・・・必修をなぜやめたのですか。

だから、今の段階で新たな教育改革をやろ

うとするならば、大臣が最初に言うように憲

法、教育基本法の精神に従って今後第三の改

革を進めるということならば、教壇に立つ教

師には憲法をきちんと必修として位置づける、

そういうふうにむしろ科目の変更、復活をす

べきである、こう私は思う。いかがですか。」 

加戸政府委員　「憲法は一般教育科目の中で修

得いたしますので、先生がおっしゃいました

御意見まことにそのとおりでございますし、

いわゆる教員養成学部に関しましてそのよう

な措置をとる、あるいは修得すべき単位の中

に、一般教育科目の中に憲法を必ず含めるよ

うな形ということは可能ではございますが、

現在開放制の制度をとっておりますので、一

つの例でございますが、例えば理工系の学部

へ行かれて一般教養をとるときに、将来私は

教員になるんだという場合、既にその段階で

憲法を必ず修得するというようなシステムに

なるのかどうか。そういったような開放制の

原則をとっている現在の問題等いろいろござ

います。そういった点で、今の方向としまし

ては、先生おっしゃいますように私どもも憲

法を当然修得すべきものだという考え方でご

ざいますが、それを全部義務化をする、例え

ばこれは文部省令で不可能ではございません

けれども、そういった場合に、今開放制の原

則でいかなる学校でも教職単位を取って教員

になれるシステムの中で、一般教育の段階で

既に憲法を修得しろということを義務づける

ことにつきましては、関係方面ともあるいは

養成機関とも十分相談をさせていただきたい
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と考えておりますが、基本的なお考えにつき

ましては私どもも同様に理解いたしておりま

す。」

　

　嶋崎が挙げる必修の根拠は、憲法 26条を中

心とした教育法制や教育権について学校の教

師になる者が理解することである。それに対

し政府委員の加戸は、「先生おっしゃいますよ

うに私どもも憲法を当然修得すべきものだと

いう考え方でございます」と応じている。も

ちろんこれは、野党所属の委員が挙げる根拠

に対して、政府委員が特に反対をしなかった

ということだけであって、政府側の何らかの

考えを示すものということはできない。しか

しそうであるにはせよ、国会の審議の中で、

教育法制及び教育権という根拠が挙げられ、

結局、翌年の施行規則改正で必修が復活した

ことには、注目しておくべきであろう。

　次に、柳瀬昇が、「憲法に関する科目を修得

させる必要」性について検討した際に取り上

げた 29、参議院文教・科学委員会での政府委

員の答弁を取り上げよう。1998年 3月 12日の

参議院文教・科学委員会での自民党の北岡秀

二委員の質問に対する御手洗康政府委員（文

部省教育助成局長）の答弁に「御指摘のように、

民主主義社会におきまして権利と自由を享受

するためには、社会の構成員として義務、責

任が当然に伴うということにつきまして、す

べての教員が正しい理解を持った上で児童生

徒の教育に当たるということは不可欠なこと

でございます。このため大学の教員養成課程

におきまして、ただいま大臣が御答弁申し上

げましたように、日本国憲法に対する正しい

理解を含めまして、道徳教育や生徒指導など

の諸科目につきまして、すべての教職員免許

状を取得する学生がこれを必修としてとらな

ければならないということにしているところ

でございます」30（下線は、鶴による）という

ものがあるのである。

　2. で従来の学説を検討した際に挙げた、日

本国憲法の何らかの具体的な内容を教えるた

めの日本国憲法の必修であるのか、より広く

憲法価値を身につけさせるために学ぶのかと

いう区別から見ると、この政府答弁は、下線

部のとおり児童生徒の教育にあたるために理

解すべきこととして、日本国憲法を学ばなけ

ればならないとしているのであって、学校教

育において日本国憲法の何らかの具体的な内

容を教えるためだけに、教育職員免許状を取

得する学生に日本国憲法を必修としているの

ではなく、授業の中で日本国憲法の内容につ

いて教えることのない者であっても、教員は

日本国憲法を学んでおく必要があるという前

提に立っていると理解できる。もちろん 2. で

見た星野らが憲法教育によって身につけさせ

るべきとしたのは「人権・主権・平和などの

憲法的価値」であり、政府答弁において教員

が理解しておくべきとされる「民主主義社会

におきまして権利と自由を享受するためには、

社会の構成員として義務、責任が当然に伴う

ということ」は、これとは大きく異なること

には注意をしなければならない。

　一方、この政府答弁の内容をもって、柳瀬

が言うように小学校等の教諭となるために「憲

法に関する科目の単位の修得を求める趣旨」31

についての政府答弁と理解してよいかには、
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疑問の余地がある。というのは、この政府答

弁は、北岡委員の質問において、民主主義社

会において権利と自由を享受するためには、

社会の構成員として義務や責任を当然に伴う

ということについて正しい理解を持ったうえ

で児童・生徒の教育に当たらせるように教員

養成をする必要があるのではないかという質

問 32 に対する答弁であるからである。

　したがって、御手洗政府答弁はこれこそが

必修の趣旨であるとまでは言えず、教職の日

本国憲法で学生が学ぶべきことの一端を示し

たに過ぎないと限定的に考えるべきである。

しかし先の加戸政府委員の答弁とは異なり、

政府委員自身の発言として、また、教育法制

などの限定された内容ではなく、民主主義や

権利、自由など憲法上のより広範なことがら

を学ぶ必要性を指摘したものとして評価する

ことができる。

　（3）その他、これまで見てきた施行規則で

の日本国憲法必修規定（必修でなくなる以前

の 1条の規定、復活後の 66条の 3等の規定）

そのものについてではないが、就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律の一部を改正する法律（平成

24年法律 66号）によって創設された幼保連携

型認定こども園 33 の職員である保育教諭等 34 を

養成するための、いわゆる幼稚園教諭の普通

免許状に係る所要資格の期限付き特例につい

て文部科学省において行われた検討会議（「幼

稚園教諭の普通免許状に係る所要資格の期限

付き特例に関する検討会議」。以下、単に「検

討会議」という。）35 での議論が注目される。

　保育教諭等は、原則として幼稚園教諭免許

状と保育士資格の両方を有するべきとされた

が、幼保連携型認定こども園への円滑な移行

を進めるため、子ども・子育て支援法及び就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律（平成 24年法律 67号）によって改正さ

れた教育職員免許法附則 19項によって、保育

士の登録（児童福祉法 18条の 18第 1項）を

している者であって、文部科学省令で定める

基礎資格を有するものに対して教育職員検定

により幼稚園の教諭の一種免許状又は二種免

許状を授与する場合における学力及び実務の

検定は、「認定子ども園法一部改正法」（同附

則）の施行の日から5年を経過するまでの間は、

当該基礎資格を取得した後文部科学省令で定

める職員として良好な成績で勤務した旨の実

務証明責任者の証明を有することを必要とす

る最低在職年数及び当該基礎資格を取得した

後大学その他の文部科学省令で定める機関に

おいて修得することを必要とする最低単位数

として文部科学省令で定めるものによるもの

とされた。

　そこで、上記附則で委任された最低在職年

数や最低単位数を定めるための検討会議が開

かれてその「報告」が出され、平成 25年 8月

8日文部省令 22号によって教育職員免許法施

行規則の改正が行われた。この検討会議の議

事録等や改正された施行規則を読むと、施行

規則改正において、教職の日本国憲法の重要

性は認識しつつ 36 も、その取扱いに悩んだ様

子がうかがえる。その様子を見るために、ま
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ず結論として、改正された施行規則から示す。

改正された施行規則附則の 10項は、「最低在

職年数及び最低単位数」を定める表で、幼稚

園教諭一種免許状、幼稚園教諭二種免許状の

どちらにおいても、最低単位数が 8単位であ

ることを規定し、さらに備考 2号において‐、

　「［鶴注、最低単位数を定める］第三欄に定め

る単位の修得方法は、第六条第一項の表に定め

る教職の意義等に関する科目二単位以上（教職

の意義及び教員の役割並びに教員の職務内容

（研修、服務及び身分保障等を含む。）に係る二

単位以上を含む。）、教育の基礎理論に関する科

目二単位以上（教育に関する社会的、制度的又

は経営的事項に係る二単位以上を含む。）、教育

課程及び指導法に関する科目三単位以上（教育

課程の意義及び編成の方法に係る一単位以上

並びに保育内容の指導法並びに教育の方法及

び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）に

係る二単位以上を含む。）並びに生徒指導、教

育相談及び進路指導等に関する科目一単位以

上（幼児理解の理論及び方法に係る一単位以上

を含む。）を修得するものと 」

定められた。この規定に「日本国憲法」の文

言は存在しない。つまり、この特例において

は日本国憲法の単位を修得しないで幼稚園教

諭免許状を取得できることになったのである。

ところが、法令上は確かに、その通りであるが、

これと少し様子のちがう文部科学省初等中等

教育局長の通知がある。文部科学省初等中等

教育局長前川喜平の名義による「教育職員免

許法施行規則の一部を改正する省令等の公布

及び施行について（通知）」（25文科初 592号）

という文書に付された別添 7「文部科学省令で

定める最低単位数について」という表で上記

施行規則附則に定められた科目と単位数を説

明する中に、注意事項として「『教育に関する

社会的、制度的又は経営的事項』の学修にあ

たっては、日本国憲法の内容（とりわけ第 26

条（教育を受ける権利））が取り扱われるよう

留意」すべきとされているのである。

　なぜ、このように分かりにくくなってしまっ

たのか、検討会議での議論を順に見ておこう。

　この特例は、保育士資格を有する者が幼稚

園教諭免許状を取得するためのものであるか

ら、検討会議での議論のうち最低単位数につ

いての議論は、幼稚園教諭免許状取得の際に

は学ぶが、保育士養成課程では必ずしも学ぶ

必要のないもののうち特例で修得させるもの

として、何を取捨選択するかが問題となった。

日本国憲法も、教諭免許状取得の際には学ぶ

が、保育士養成課程では必ずしも学ぶ必要の

ないもののひとつとして議論がされた。

　まず、検討会議第 2回において、大学卒、

短大卒であれば、おそらく日本国憲法をすで

に学んでいるだろうから、特例で改めて履修

を求める必要はないのではないかという意見

が委員のひとり 37 から出され、その次の第 3

回の検討会議で配布された資料では、前回ま

での議論のまとめの中に「大学・短期大学の

卒業者であれば、日本国憲法や情報機器の操

作は、ほぼ学んでいるのではないか。逆に専

修学校等の卒業者の場合、日本国憲法を開講

していない場合も想定されるから、教養とし

て学んでおくことが必要ではないか」との記
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述がある 38。そして、同じく第 3回で配布さ

れた資料の中に載せられた「要取得単位の取

り扱いについて（たたき台）」という表におい

て、学士又は短期大学士の学位を有する者に

ついては、教養科目の履修は求められていな

い一方、学士及び短期大学士の学位のいずれ

も有しない者については、追加で修得する単

位として教養科目として日本国憲法 2単位が

載せられていた。この時点までは、すでに大学・

短大で憲法を学んだ者はともかく、原則的に

は、通常の幼稚園教諭養成課程と同じく、日

本国憲法 2単位の修得が求められていたわけ

である。

　ところが、その後第 4回の検討会議で配布

された「幼稚園教諭の普通免許状に係る所要

資格の期限付き特例について（ 報 告 案 ）」9

頁では、「我が国の公教育制度は、日本国憲法

の精神にのっとり、教育基本法をはじめとす

る教育関係諸法令が整備され、学校教育制度

が確立され、戦後の国民の教育水準の向上及

び我が国の社会の発展の原動力となっており、

教員免許状を取得しようとする者が、このよ

うな日本国憲法の精神及び学校教育制度の役

割を理解することは極めて重要である」こと

が指摘され、また 12頁で留意事項として「『教

育に関する社会的、制度的又は経営的事項』

の学修にあたっては、日本国憲法の内容（と

りわけ第 26 条（教育を受ける権利））やこれ

も踏まえた学校教育制度の役割に関する内容

が取り扱われるよう留意することが必要であ

る」とされた一方で、上記「たたき台」にあっ

た追加で修得する単位はなくなってしまった。

　結局、検討会議の最終的な「報告」におい

ても追加で修得する単位は無いままとなり 39、

日本国憲法については報告案にあったふたつ

の記述だけが記載された（局長通知の注意事

項は、もちろん、この報告の「留意事項」を

引用したものである。）。

　なぜ、このようになったのかはっきりとは

わからない。議論の流れを見ると、修得単位

数を増やして履修者の負担をあまり重くした

くない、また、この特例とは逆の特例（幼稚

園教諭免許状を持つ者が保育士資格を取得す

るための特例）と修得単位数を同じにしたい

という事情があったように見受けられる。

　たたき台の段階では、学ぶべき内容につい

て特に示されていない。特例ではない通常の

養成課程と同じ 2単位を求めていたのだから、

26条はもちろん、それ以外の人権も平和主義

も学ぶこと求めていたのだろう。報告案以降

で、わりと唐突に学校教育制度の前提として

の日本国憲法（とりわけ 26条）を学ぶべきこ

とが求められたのは、日本国憲法 2単位まで

求めると、特例の受講者に負担が重過ぎる、

しかし、2単位分は無理でも、教員免許状を取

得するためには、最低限、とりわけ 26条など

の学校教育の前提としての憲法の内容を学ぶ

べきという考えに基づき、「報告」や局長通知

の記述になったのだと考えられる。ここにお

いては、教員免許状の取得に必要な日本国憲

法の内容として、26条が最も重要であるとい

うことが明確に示されたのである。

　

４．結び

　（1）これまで、学説の検討から主権者教育

権説の諸学説の言うように憲法の内容を教え
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るためにではなく、憲法的価値を身につけさ

せる憲法教育を行うための憲法必修だと理解

すれば、すべての教員免許状に義務付けられ

ていることが理解できることをうまく説明で

きること、しかも、そのような憲法教育を“行

わなければならない”と考えることには問題

があるとしても、憲法価値を身につけさせる

教育が行われることを期待して、日本国憲法

の必修の規定があるのだと理解することはで

きることを見てきた。また、そのような憲法

的価値を身につけさせる教育という考え方は

政府答弁とも必ずしも、矛盾しないこと、また、

それとは別に憲法 26条を中心として教育制度

や教育権を理解させることが教職課程の日本

国憲法において特に求められていることをみ

てきた。

　これらこそが、施行規則において、教職の

日本国憲法に求められていることだと理解さ

れる。

　（2）最後に、1. で検討の観点として挙げな

がらここまでの検討でほぼとりあげることの

できなかった、他の科目でなくてなぜ日本国

憲法なのかという問題に触れておく。

　この点については、以上の検討では十分に

解明することができなかった。しかし、憲法

的価値を身につけさせる教育を期待して日本

国憲法を必修にしているのだという理解に

立って、さしあたり次のようなことではない

かと考える。

　民主主義や平和主義、人権などの価値を身

につけさせるとともに、それらのことが最高

法規（憲法 98条）である憲法に定められてい

ることを学ぶことを重視して、日本国憲法を

必修にしているのでないか。とりわけ、民主

主義や平和主義を理解させることだけを考え

れば、必ずしも日本国憲法の理解を通じてで

はなく、むしろ他の科目のほうがよりよくで

きるかもしれない。しかし、それらが現在の

わが国においては、国家の仕組みとして規定

されていることは、やはり、憲法を通じてし

か学ぶことができない。そこで、日本国憲法

の授業において、立憲主義や最高法規性を学

び、その上で、これらの憲法的価値を身につ

けるべきだということではないかと考えるの

である。
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